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（i）規模に関して収穫一定　　　　　（ii）規模に関して収穫逓減　　　　（iii）規模に関して収穫逓増
　　　　　　　　　　図3　規模に関する収穫
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れている。
　さて、同次関数を想定し、最初の生産要素の投入量をκ10，κ20、そのとき
の生産量をα0と想定してみる。（κ10，勉0）を通る等量曲線はgO＝∫（κ1，勉）
を満たす（κ1，劣2）の軌跡である。一方、（θκ10，θX20）を通る等量曲線は、
　　θたα0一θヴ（κ10，κ20）＝∫（θ劣10，θ劣20）
から、生産量θ》に対応する等量曲線となる。しかも、それは（κ10，物0）
を通る等量曲線を相似拡大（θ倍）して得られたものである。したがって、
図4（i）のように同次関数における同じ放射線上での限界代替率R四は一
定になる。
　規模に関する収穫　まず、一次同次関数を考えてみる。投入量（笥0，κ20）
を2倍、3倍としてゆくとき、∫（2箱o，2劣20）＝2∫（κ10，κ20）、
∫（3κ10，3κ20）＝3∫（κ10，x20）から、産出量αo＝∫（翫o，κ20）が2
倍、3倍と増える。このとき、図3のように原点を通る放射線上に垂直に立
てた平面で生産曲面を切った切り口は、原点を通る直線となる。このことか
ら、1次同次関数は規模に関して収穫一定であるという。次に、図3（五）は、
規模に関して収穫逓減のケースである。これは、放射線に沿って垂直な平面
を切った生産曲面の切り口が上に凸の関数となる。同次関数としては、0＜
為＜1となる場合である。この場合、投入量を2倍、3倍にしても、生産量
は2倍以下、3倍以下にしかならない。最後の図3（壷）が規模に関して収穫
逓増の場合で、放射線に沿った生産曲面の切り口は、下に凸形の曲線になる。
ん＞1のときの同次関数がその例である。投入量を2倍、3倍すると、生産
量が2倍以上、3倍以上になる。規模に関して収穫一定な関数が1次同次関
数であるが、規模に関して収穫逓増あるいは逓減な関数は必ずしも同次関数
である必要がない。
　図4は、投入量を2倍、3倍として、生産量の増加を等量曲線の位置で比
較したものである。これを逆に、生産量を2倍、3倍にするときに必要な生
産要素の投入量が何倍であるかを見るならば、規模に関して収穫一定、逓減、
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　（i）規模に関して収穫一定　　　　　（ii）規模に関して収穫逓減　　　　（1王i）規模に関して収穫逓増
　　　　　　　図4　等量曲線でみる規模に関する収穫
逓増のそれぞれの場合を表わす等量曲線の形状が得られる。とくに、同次関
数であればその等量曲線は、相似拡大的となる。しかし、その拡大の仕方は
図4のようにそれぞれで異なってくる。図4は、図3とそれぞれ対応してい
る。規模に関して収穫一定であれば、生産量が2倍、3倍となるにっれて、
投入量も2倍、3倍となるが、収穫逓減の場合、2倍、3倍の生産量を得る
には、2倍以上、3倍以上の投入量が必要であり、収穫逓増の場合、2倍以
下、3倍以下の投入量でよいことがわかる。
　たとえば、コップ＝ダクラス型の生産関数
　　　9一κ1α・κ2β　　α，β＞0
において、生産要素筋とκ2をθ倍してみる。
　　　α一（θκ1）α・（θ劣2）β一θα＋βκ1α劣2β
　したがって、上の式は
　α＋β＝1ならば、関数は1次同次（規模に関して収穫一定）
　α＋β＜1ならば、関数は1次以下の同次関数（規模に関して収穫逓減）
　α＋β＞1ならば、関数は1次以上の同次関数（規模に関して収穫逓増）
であることを意味する。
　短期・長期　ある生産要素の投入量は変えられるが、他の要素については
変えられない、という期間を短期という。一方、すべての生産要素及び産出
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量αも変えられるという期間を長期という。投入量を変えることのできる生
産要素を可変的生産要素、投入量を変えられない生産要素を固定的生産要素
という。
　図3などは、生産の規模そのものを変えうる場合であるから、長期の生産
関数の形状を論じている。短期に変えられないという生産要素として、工場
の規模、土地の広さ、特殊な専門技能を有する労働者などが考えられる。た
とえば、長期生産関数g＝∫（κ1，栴，掬）において、擁を一定値ア3と固
定すると、新たに表現される短期の生産関数はσ＝∫（鈎，π2）となるし、
あるいは長期生産関数α一∫（κ1，κ2）において、κ2を一定値碗に固定す
ると、κ2＝ア2で生産曲面を切った切り口として短期生産関数g＝∫（κ1，τ2）
が求まる。
　S字型の生産関数　一般に、生産要素を次第に増加していくと、限界生産
物が逓減していく。しかし、生産要素の投入量が非常に少ない段階では、限
界生産物が逓増することがよくある。広大な土地を1人で耕作するより、2
人、3人…と増える方が能率があがり、1人当たりの収穫が増すからである。
これは農業のみならず、製造業や非製造業でも観察できる。したがって、一
般的な短期の生産関数としては、図5のように、生産要素が少ない時には収
穫逓増、ある程度増えた段階以降では収穫逓減となるS字型の関数が用いら
れている。
　以上は短期の生産関数がS字型になる場合であるが、長期生産関数が規模
に関して同様な形状を示すには、図3の（五）と（血）の複合形で示される。生
産要素の投入量が少ない時には（血）のような逓増の形で示され、ある程度多
くなっていくと、（五）のような逓減の形で示される。別の方法として、等量
曲線が用いられる。図6に示されているように、αoから3αoまでの逓増の
ように等量曲線の位置の間隔が狭く、3goからの逓減のように等量曲線の
位置の間隔が広くなっている。
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　図5　S字型の短期生産関数
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図6　S字型の生産関数の等量曲線
3　生産要素投入と利潤最大化
　企業の総収入（産出物の販売収入あるいは売上高）はp・αであり、他方、
企業の総費用（生産要素の投入費用）は、短期可変的生産要素筋，梅を購
入する可変費用と固定的資本設備を維持する固定費用わの合計であるので、
総費用0は、
　　C－r1κ1＋r2劣2＋わ　劣1，κ2＞0　　　　　　　（5）
である。ここで、pは産出物の価格、r1およびr2は第1および第2の生産
要素の価格である。したがって、利潤πは、
　　π＝P・9一（r1κ1＋r2x2＋わ）　　　　　　　　（6）
と表わすことができる。完全競争市場に直面する企業は価格受容者なので、
価格pとr、（オ＝1，2）も所与である。彼等はこれらを所与として、（6）式
を最大化するように絢と麹を決定する。
　しかし、企業は、（6）式で定義される利潤πを最大にする筋とκ2を自由に
選択できるとは限らない。現実の企業は、いろいろな厳しい制約に直面する。
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そこで、以下では代表的な制約っきの企業である費用制約っきの企業と生産
量制約っきの企業、制約なしの企業の3つのケースにっいて、分析・検討を
行うことにする。
　3－1　費用制約つきの生産量最大化企業
　利潤可能な資金が、利潤を自由に最大化する場合に必要な費用（以下、最
適費用と呼ぶ）よりも小さい制約の下で、利潤を最大化する生産要素の投入
量を決定する企業の最適化行動を分析する。一定額の総費用coによる企業
の費用制約式は
　　　oo－r1κ1＋r2劣2＋わ　　　　　　　　　　　（7）
で表わされる。ただし、coはパラメーターである。（7）式は
　　　　　　rl　　　oL　b　　　X2＝一　　　劣2十
　　　　　　r2　　　　　　　　r2
と変形できる・これが図7の横軸上の座標（C院b・・）と縦軸上の座標
（0，σo一わ）を結ぶ線分である。これが企業の費用制約線となる。
　　　r2
　総費用Cが所与のとき、（6）式で定義される利潤πの最大化は、産出物の販
売収入pαの最大化に等しくなるが、、ρが一定なので、p　gの最大化は、生
産量g＝∫（筋，物）の最大化に
　　　　　　　　　　　　　　　　　X2　　　　　　　　　92よって達成される。すなわち、この
企業の利潤最大化問題は、（7）式の制
約のもとで、生産量αを最大化する
問題に等しくなる。
　この場合、総費用一定という制約
下におかれる企業の主体的均衡点
は、図7において、等量曲線g1α1
と費用制約線が互いに接するe点と
なる。なぜなら、いろいろな生産量
に対応する生産曲面を水平に切った
co一わ
τ
X2＊
go
91
??
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91
φ
O　　　　　　　　x【x　　　　　　塵x聖
　　　　　　　　　　　　　ハ
　図7　費用制約っきの均衡点
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切り口を真上から等身大に底面に投影するとき、ε点が原点から最も遠い等
量曲線と接するからである。このとき、最適生産量α＊は、α＊一∫（κ1＊，
κ2＊）によって与えられ、その費用制約のもとで最大の生産量（最も効率的
な生産量）が実現する。
　均衡点eでは、等量曲線と費用制約線の接点なので、両者の傾きは均等す
る。等量曲線の接線の傾き一d物／砒1は、生産要素の技術的代替率RZ3で
あり、費用制約線の傾き一r1／r2は、生産要素の価格比であるから、均衡点
eにおいて、生産要素の技術的代替率一生産要素の価格比、
　　　　　　　砒2　∫1　　　RTS＝一一＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）　　　　　　　砒1　∫2
が成立する。これは、生産要素の技術的代替率・価格比率等の条件である。
　明らかに、費用制約が有効な場合、均衡点εはpに依存せず、生産要素の
最適投入量は産出物の価格変化から影響を受けない。しかし、企業が総費用
0を増加させることができれば、図8に示すように費用制約線は、coco、
CIC1、C2σ2が示すように右上方に平行移動し、それに伴い均衡点がθo、
ε1、ε2のようにシフトする。EE＊は均衡点の軌跡である拡張経路である。そ
X2
　C2
CI
　　　　　　　E＊．　　イ
　　　　／
　　イ
　　♂
　　　　　C
X
o＿わ
72
　　　　図8　拡張経路
拡張経路にはE＊点のような限界点が存在する。
　　　 　　　CI　　　　C2
C飛
　　　．82　　　　　　。ε0
o　　　　　　　　　　　　　κl　　　o　　　　　　　亘　　　　止互　　κ、
　　　　　rl’　　　　　　　　　　　rI
図9　要素価格変化の効果
　　　　　　C2　　　　　CE
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して、均衡点E＊は当該企業において、短期の固定資本設備一定のもと、最
適な総費用を最大にできる限界点になる。
　生産要素の価格、たとえば第1生産要素の価格が可に上昇すると、図9
における企業の制約線がσOoからCO1にシフトするので、均衡点もεoから
e2にシフトする。したがって、r1の上昇が企業の生産要素の最適投入に与え
る全効果ε0→θ2は、代替効果ε0→ε1と資金効果（拡張効果ともいう）ε1→
ε2から構成されることがわかる。すなわち、費用制約が働く場合、r1やr2
が変化（上昇・下落）すると、代替効果と資金効果が発生するのである。
　費用制約つきの生産量最大化企業は、費用制約式（7）式のもとで、生産関数
（1）式を最大にすることであるから、数学的に、
　　　max　g一∫（κ1，x2）　　　　　　　　　　（1）
　　　s．t　co－r1κ1＋r2κ2＋わ　　　　　　　　　（7）
と表現できる。まず、次のラグランジュ関数
　　　V一∫（κ1，劣2）＋λ（CO－r1κ1－r2κ2一わ）
をっくる。ただし、λ≠0はラグランジュの未定乗数である。κ1、κ2、λ
に関するVの偏導関数を求め、それぞれを0に等しいと置く。
∂v　　一∫rλr1－0∂x1
∂v砺『∫2一λ「2＝0
∂v　　＝co－r1麗rr2劣2一わ一〇∂λ
最初の2つの式から
　　　∫1　r1　　一＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）　　　∫2　r2
を得る。すなわち、一階の条件は、κ1とκ2の限界生産物の比率がκ正と物
の価格比率に等しいという条件である。
　この一階の条件は、いくっかの異なった同値の形式で述べることができる。
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　最初の2つの方程式から、
　　　　　∫1　∫2　　　λ＝一＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹
　　　　　rl　　　r2
　すなわち、各生産要素にっいて、支出される最後の1円は、いずれもλに
等しい生産物を生みだす。
　さらに、（1〉式を全微分すると、
　　　　　　∂9　　　　∂9　　　吻＝　　ぬ1＋　ぬ2　　　　　　∂κ1　　　∂劣2
　上の式において、生産量が与えられる特定の等量曲線に沿った移動につい
ては、吻＝0であるから、
　　　0＝∫1砒1＋∫2砒2
である。ただし、∫1と∫2は箱とκ2に関するgの偏導関数である。したがっ
て、次の（1D式が成立することがわかる。
　　　　　　　　砒2　∫1　　　RTS＝一一＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1D　　　　　　　　ぬ1　∫2
　この式に（1①式から求められる∫1＝λr1、∫2＝λr2をそれぞれ代入すると、
　　　　　　　　dκ2　　rl　　　RTS＝一一＝一　　　　　　　　4劣1　　r2
を得る。このように、一階の条件は、RTSと生産要素の価格比率とが等し
いという形式で表わすこともできる。（9）、（10）、（m式で示される一階の条件の
3つの定式化は、それぞれ互いに同値であり、そのうちのどれを選択しても
よい。そのうちの一っが満たされれは、残りの2っも必ず満たされる。
　　　　　　　　　　　　　ヘリツニ階の条件は、この場合の縁付きヘッセ行列式（△で示す）の値が正であ
ることである。すなわち、
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＝△
∫11　∫12　－r1
∫21　∫22　－r2
一石　　一r2　　0
＞0
　あるいは、πが最大化するための二階の条件は、d2π＜0であればよい
から、π＝．ρα一σより、
　　　dπ一d｛P・∫（劣1，劣2）｝一dC
　上の式で
　　　d｛P・∫（劣1，κ2）｝一P・（∫1ぬ1＋∫2dκ2）
　　　dO－r1砒1＋r2砒2
であるから
　　　d2π＝P・（∫11dκ12＋∫dκ22＋2∫12砒1砒2）＜0
　ここでp＞0であるから、（）内の値は、負になればよい。上の式の
カッコ内は、2次形式となっているので、
1∫1、1＜o，
∫11　∫12
∫21　∫22
一∫11∫22一（∫12）2＞0
が成立すればよい。
3－2　生産量制約つきの費用最小化企業
　この企業は、生産量を所与として、利潤を最大化するように生産要素の投
入量を決定する。このような企業として、生産量を一定に設定する目標生産
とか、予め注文を受ける注文生産を行う企業が考えられる。精密機械や自動
車の部品、ユニフォームや各種雑誌の予約販売なども、このケースとして想
定されうる。
　生産量αが所与のとき、完全競争企業にとって、売上高Pαも所与となる。
それゆえ、利潤の最大化は、総費用を最小化することによって達成される。
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等量曲線は、図10のgOgo曲線のよう
に描ける。この等量曲線上の点は、全
て同じ生産量αoを達成できる2っの
生産要素の組であるから、生産量制約
っきの費用最小化企業は、この等量曲
線上で生産要素の投入費用を最小にす
る点を選択する。
　他方、図10の線分coco、CIC1、
C2C2等は、生産要素の投入費用の定
義式0＝r1筋＋r2κ2＋bにさまざま
X
X2＊
c2
Cl
co
9
●6
go
　　　　　Xl＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兀1
図10生産量制約つきの均衡点
　　　　　　　　　CO　　σ　　　C2
0
なCの値を代入して描かれる等費用線である。完全競争企業にとって、r1、
r2は所与であり、かっ、前提よりわは一定であるので、このような等費用線
の傾きは、すべて一ムに等しく、原点から遠く離れた等費用線ほど一層大
　　　　　　　　　r2
きい総費用に対応する。したがって、生産量αoを所与として、投入費用最小
化を行う企業の均衡点は、等量曲線goαoと等費用線0101が接するθ点であ
り、企業の最適な生産要素の投入量は、均衡点εの座標（κ1＊，勉＊）で与え
られる。
　均衡点εでは、等量曲線と等費用線が互いに接する点であり両者の傾きは
均等しているので、生産要素の技術的代替率一価格比が成立している。
　次に、たとえば、へが上昇するとき、生産量αoは一定なので等費用線の
傾きの絶対値は大きくなる。図11において、所与の生摩量αoを最小費用で
達成する均衡点はe1からε2点に、同一等量曲線上をシフトするだけである。
生産量制約っきの費用最小化企業にとって、インプットの価格変化の効果は、
代替効果のみであり資金効果は存在しない。それゆえ、ある生産要素の価格
上昇は、常に当該生産要素の投入量を減少させ、これと代替的な生産要素の
投入量を増加させる効果を持ち、逆の場合には逆が成立する。生産要素が2
種類の場合には代替関係のみが発生する。もちろん、総費用は変化する。
　また、等量曲線の位置と等費用線の傾きは、固定費用わと産出物の価格p
一28一
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図11要素価格変化の効果 図12拡張経路
c2
Xl
から独立なので、わとpの変化は、共に均衡点εを変化させない。よって、
当該企業の生産要素の最適投入量と産出物の最適生産量は、わとpの変化か
ら独立である。さらに、所与の産出物の生産量がgO、ゲ、g2と増加すると、
それに対して最小費用を達成する均衡点も、一般に図12のθo、ε1、ε2のよ
うに原点から離れるように右上方に変化し、これら均衡点の軌跡である拡張
経路EEは、任意の生産量αとそれを最小費用で生産する生産要素の投入量
（κ1，κ2）の効率的な技術関係を表わしており、一般に右上がりの曲線で表
わせる。それゆえ、産出物の生産量が多くなるにっれて、効率的生産要素の
投入費用も増大する。
　生産量制約っきの費用最小化企業の場合、（2）式の制約条件のもとで（7）式を
最小化することになるから、
　　　min　Cニr1％1＋r2劣2＋わ　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　　　s．t　αo一∫（劣1，κ2）　　　　　　　　　　（2）
と表わせる。次のようなラグランジュ関数
　　　Z＝r1×1＋r2κ2＋わ＋μ［90一∫（劣1，κ2）］
をつくり、筋、勉、μに関するZの偏導関数を求めて、それぞれ0に等し
いとおく。
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　　　∂Z　　　　　＝7’1一μ∫1＝0　　　∂％1
　　　∂z　　　　　＝r2一μ∫2＝0　　　∂忽2
　　　∂z　　　　　一αo一∫（κ1，κ2）一〇　　　∂μ
　r1とゐはともに正であるから、λもまた正である。最初の2っの式から、
　　　∫1　r1　　　　1　∫1　∫2　　　　　　　r1　　　一＝一　　あるいは　　＝一＝一　　あるいはRTS＝一　　　∫2r2　　μ7’1r2　　　r2
となり、3－1の場合と全く同じになる。したがって、一定の生産量に対す
る費用最小化の一階の条件は、前の費用を一定としたときの産出量の最大化
の一階の条件と全く同じであることがわかる。企業家は選ばれた等量曲線と
少なくとも一っ以上の共通点をもっ等費用線のうち、最小の費用に対応する
等費用線を選ぶ。図10のαoはC1でもC2の費用でも生産できるが、C1が一
番小さい。企業にとっての最小費用は、選ばれた等量曲線に接する等費用線
によって示される。
　二階の条件は、この場合の縁っきヘッセ行列式の値が負になることである。
一λ∫11　一λ12　ザ1
一λ∫21一λ∫22　ザ2
一∫1　　一∫2　　0
＜0
　この行列式に、一∫1；一r1／λ、一∫2＝一r2／λを代入し、λを行列式の
外に出すように整理すると、
一30一
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????
∫11　∫12　－r1
∫21　∫22　－r2
－r1　－r2　　0
＜0
となる。λ＞0であるから、
∫11　∫12　－r1
∫22　∫22　－r2
－r1　－r2　　0
＞0
　この二階の条件は、費用制約っき生産量最大化の条件と全く同じである。
　二階の条件が満たされるときには、等量曲線と等費用線とが接する各点は、
ある条件つき最大化問題およびある条件っき最小化問題の両者の解になって
いるのである。
　企業の双対定理　3－1と3－2で論じられたことは、等量曲線または等
費用線が等しければ、費用制約っきの生産量最大化企業と生産量制約っき費
用最小化企業の最適な生産要素の投入量が、互いに等しくなることを示して
いる。このような特性を企業の双対定理と呼んでいる。
　制約下の最大化問題は、もとの関数が最適値にあるという制約のもとで、
制約関数の最小値を求める問題でもある。たとえば、生産関数および費用関
　　　　　　　　　　　　　　数をそれぞれg；κ勉評、筋＋κ2ニ4と仮定してみよう。
　もとの問題（3－1に対応）
　　　　　　よ　　エmaxα＝κ13劣23
s．t　劣1＋κ2＝4
　双対問題（3－2に対応）
min　C一劣1＋κ2
　　　　　　　　　　　　　　　s．t　x匝評一2万
もとの問題で、次のようなラグランジュ関数をつくる。
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　　　　　　　　　　　　　　五一炉ぜ＋λ（4一劣1一κ2）
　　　∂L　　1　　2　エ　　　∂x1＝百κ1一v一λ＝o
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂L　1　1　2　　　　　　　κ2万　劣1万　　　　　一一κ諏2一百一λ一〇　⇒λ一　2－　2　　　∂κ23　　　　　　　3x1▽3劣2百
　　　∂L　　　　　　　　　　・％1＝κ2　　　　　－4一κ1一劣2－0　　　∂λ
　このκ1＝κ2と第3式より、次のような解が求まる。
　　　　　　　　　　　　　　　劣，1＊＝2
　　　　　　　　　　　　　　　劣2＊＝＝2欺一κ、＝。トグー2暑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　λ＊＝＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⊥　　　　　　　　　　　　　　　　　　3・23
　変数の＊印はそれぞれの変数の最適値を示している。
　次に、双対問題で、次のようなラグランジュ関数をっくる。
　　　L刊1＋劣2＋μ（2号一漁わ
　　　∂L　　　　1　　』　⊥　　　　　＝1一一μ劣13」じ23－0　　　∂ヱ1　　　3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∂L　　1　　1．－　　　　　　κ2万　劣1万　　　　　＝1一一μ劣1一署κ23＝0　　⇒μ＝　　2＝　　 2　　　∂κ2　3　　　　　　　3％1万3π2了
　　　∂L　　2　⊥⊥　　　　　　・x1＝＝κ2　　　　　＝2署一κ13κ23＝0　　　∂μ
茎晦・｝☆躰
　以上の結果より、もとの問題と同じ最適値κ1＊と麹＊が求められ、またC＊
はもとの問題の制約式の定数と同じ値をとっている。
　　　　　　　　　　　　　　　一32一
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　さらに、双対問題のμ＊は、もとの問題のλ＊の逆数であり、
3・2響312青である・λ・とμ・とのあいだのこの関係嗣べてもと
の問題と双対問題において妥当する。それらが逆数になるのは、この2っの
問題において、目的関数と制約式の果たす役割が逆になっているからである。
3－3　制約なしの利潤最大化企業
　この企業は、資金とか生産量に関する制約がなく、（6〉式で定義される利潤
を最大化する生産要素の投入量筋と勉を自由に選択できる。完全情報の下
で見込み生産を行う完全競争企業は、通常このような状況のもとで行動する
と想定される。見込み生産とは、生産物の量とか品質に関して、需要者から
何らの注文も受けず、企業がそれらを見込んで行う生産のことである。消費
財のほとんどは、この生産形態で生産されている。生産物によっては、見込
み生産と注文生産の両方を採用していることもある。
　ここでの企業の利潤最大化問題は、産出物の販売収入p　gと生産要素の投
入費用0ニr1κ1＋r2梅＋bの差額を最大化する箱とκ2を自由に選択する
問題になる。
　さて、（6）式を変形すると
　　　　　rl　　　r2　　　π十わ　　　α一一κ1＋一劣2＋　　　　　　　　　　　（1の　　　　　P　　　　P　　　　　P
となる。この関数はπを定めると図13の平面の方程式を表わしている。これ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　π十bを等利潤平面という。（拗式から、g軸切片が　　　となることがわかる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P
　したがって、p、r1、r2が与えられ、かつわが一定であるから、より上方
に位置する等利潤平面ほど、g切片の値も大きく、利潤πが大きくなってい
く。図13は、異なる利潤π、π’、π”に対する等利潤平面を表わし、π、π’、
π”と利潤が大きくなるほど、等利潤平面は上方ヘシフトしていく様子を示し
ている。図14は3つの等利潤平面に対応する等費用線と拡張経路である。
　企業は生産曲面上で生産をしている。その生産曲面上の各点（コじ1，梅，σ）
に対して、（6〉式から利潤が計算できる。（5）式のCの値が決まれば、r1とr2
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図14等費用線C＜C’＜αと拡張経路
がそれぞれの市場で決定されているので等費用平面が確定し、それに平行な
等利潤平面も確定する。もし、r1あるいはr2が変化すれば、両平面ともg
軸の切片を軸に回転し、角度が変わる。したがって、利潤を最大化する点を
見い出すためには、図15（i）のように、等利潤平面が出来るだけ上方に位置
するような均衡点ε＝（κ1＊，勉＊，g＊）を見い出せばよい。このような最適
な均衡点は、等利潤平面のα切片の上下の動きによって、利潤最大となる生
産曲面と等利潤平面が一点で接することが可能となる。
　さて、均衡点εでは、等利潤平面と生産曲面は互いに接しているはずであ
る。その時の利潤をπ＊とすると、等利潤平面をpg＝r1箱＋r2κ2＋π＊＋
わと表わせる。さらに、利潤最大化の条件を求めるために、等利潤平面と生
産曲面を馳一κ2＊で立てた垂直な平面で切ってみる。図15（五）は、これを示
したものである。直線の方程式は等利潤平面の式の物を勉＊に固定して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　rl　r2κ2＊＋π＊＋わ　　　P9－r1劣1＋（π＊＋わ＋r2κ2＊）→9一一κ1＋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．ρ　　　　　　　　P
が得られる。図15（i）の利潤最大化点εでは、等利潤平面の切り口と生産曲
面の切り口が接しているので、この直線の傾きムは、ε点での限界生産物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P
∫1と等しくなる。同様に、第1生産要素の量を筋＝筋＊で固定して垂直な
一34一
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　　　　　　　　　　　　　　　　9
　　　　　等利潤平面『ρ9－7rxIザ〆2漏π＊＋ウ
　　　　　　　＼　　　　寡『禦　　¢
　　　　’1　4　　　　1
　　　　　しダ　　　　　ド　　　　　18　　：
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Xl
平面によって切った等利潤平面と生産曲面の切り口から、e点におけるヱ≧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P
と∫2の均等が得られる。利潤最大化点で、次の2式が成立する。
　　　　　r　l　　　　　　　　　　　r2　　ハ＝一，　∫2＝一　　　　　P　　　　　　　　　P
　上の式を変形すると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　rl　　　r2　　∫ゾ1＝r1，　　∫ゾ2－r2　あるいは．ρ一一＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫1　∫2
が得られる。が1，が2は、限界生産物価値とよばれるもので、生産要素1単
位追加することによって増加する生産物の価値を表わす。もし、が1＞r1の
とき、第1生産要素の投入を1単位増加すると、生産量が五増大し、販売
収入が∫ゾ1だけ増えるのに対し、コストの増加はr1だけなので、利潤は∫ゾ1
－r1だけ増加する。また、逆にが1＜r1ならば、第1生産要素を1単位減
少させると、利潤がr1一が1だけ増加する。
　次に
　　　　　　r　l　　　RTS＝一　　　　　　r2
が成立することを確かめてみよう。利潤を最大化する生産量g＊の高さで水
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等利潤平面：P9－7尚一乃x2＝π什彦
κ2
　　　　，　‘イー7、・
　　　’　，ゼ
　　　　　｝
　　　　　1一、・　　X2　　　　　　×2＊　　、、装で鰐一一生産曲面：9顎、圃
　　　，♪・A
　　XL×　　　　　、　　　　　　、贈
　　　　　　　　Xl
　O　　　　　　、
¢
π・＋わ
ρ
醐＋72x2＝P9一π半一わ
．．A
9＊
　　　　　　　　　　　　　　　　O　　　　　　　Xl距
（i）g・の高さで等利潤平面と生産曲面を切る。　　　　　　　　　　　（ii）RT3＝一互
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r2
　　　　　　　　図16　利潤最大化と限界代替率
Xl
平に等利潤平面と生産曲面を切った切り口をみると、両者の切り口も接して
いる。この切り口を真上からみたのが図16（ii）である。等利潤平面pg－r1κ1
－r2κ2一わ＝π＊はαをずで固定して切ると、鈎とκ2のみの変数となり、
等費用線
　　　r1κ、＋r2×2－Pα一π＊一わ
が得られる。一方、生産曲面α一∫（κ1，x2）は、gをグに固定して切ると
等量曲線が得られる。この両者が、θ＝（κ、＊，勉＊）で接していることから、
ε点では（9）式が成立する。
　さらに、同図から産出量α＊を生産する（叛，梅）の組合せの中で費用r1κ1
＋r2物＋わを最小化する点がAであることもわかる。したがって、（9）式は
費用最小化の条件であり、利潤最大化は費用最小化をも意味していることに
なる。
　制約なしの利潤最大化の場合、通常、企業は費用の水準と産出量の水準の
双方を自由に変化させることができ、企業家にとっての究極の目的は、条件
つきの最大値または最小値問題を解くことではなく、（6）式で定義される利潤
を最大化することである。
　　　π一Pα一C一が（劣1，劣2）一r1麗rr2κ2一わ
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　κ1と劣2に関するπの偏導関数を0に等しいとおく。
　　　∂π　　　　　　　　　　　　∂π　　　　　＝∫ゾrr1－0，　一一が2－r2＝0　　　∂劣1　　　　　　　　　　　∂劣2
　　　　　　が1－r1　　，　　　が2－r2　　　　　㈲
　利潤最大化の一階の条件は、各生産要素の限界生産物価値がその価格に等
しくなるまで、各生産要素を投入すべきことを示している。企業家がκ1の
使用量を一単位増加するとき、それによって得られる収入の増加がそのため
の費用よりも大である限り、企業家は利潤を増加させることができる。利潤
を増大する投入物の組合せは拡張経路上の点である。
　二階の条件は、ヘッセ行列の主座小行列式の符号が、交互に負、正となる
という条件である。すなわち、
　　　∂2π　　　　　　　　　　∂2π　　　∂劣12；が11＜0　∂κ22＝が22＜0　　　（1の
および、
　∂2π　　　∂2π
∂κ12　∂κ1∂劣2
　∂2π　　　∂2π
∂劣2∂κ1　∂X22
＝P2
∫11　∫12
∫21　∫22
＞0 ㈲
でなければならない。αゆ式の条件は、筋または勉のいずれか一方の使用量
を増加するとき、利潤は必ず減少しなければならないことを意味している。
　q心式および㈲式の条件は、筋，κ2＞0の範囲で、一階の条件が満たされ
る利潤最大の点が存在するときには、その点の近傍で生産関数（1）式は狭義の
凹関数でなければならない。
4　結語
合理的行動をとる企業家は、費用制約っき生産量最大化のように、一定の
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費用のもとで生産量の水準を最大にしようとしたり、あるいは、生産量制約
っき費用最小化のように、一定の生産量のもとで費用の水準を最小にしよう
とする。これら2っの問題の一階の条件は、いずれも2っの生産要素の間の
技術的代替率が生産要素の価格比率に等しくなければならない。幾何学的に
は、いずれの問題においても、等量線と等費用線とが接していなければなら
ない。このような接点の軌跡が、拡張経路である。
　合理的行動をとる企業家は、生産量の水準と費用の双方を自由に変化させ
て、生産曲面と等利潤平面が接する点で利潤を最大化させる。利潤最大化の
一階の条件によれば、それぞれの生産要素の限界生産物価値が、生産要素の
価格に等しくなければならない。また、二階の条件によれば、一階の条件が
満たされる点の近傍で、生産関数は狭義の凹関数でなければならない。利潤
最大化をはかる企業の最適行動は、3－1、3－2や3－3のところで考察
した拡張経路上で生産を行うことである。
　なお、利潤最大値が存在するためには、規模に関する収穫逓減の法則が作
用する範囲に限定される。もし、生産関数が規模に関する収穫一定あるいは
逓増の場合、利潤を無限にいくらでも大きくできるケース、利潤が高々0に
なるケース、負になるケース、利潤の最大値が存在しないケースなどに分か
れる。どれになるかは価格と生産要素の価格比によって決まる。しかし、ど
んな生産要素も、無限に拡大していくことは現実には不可能である。生産を
拡大していくうちにいずれその限界に達して、やがて収穫逓減の法則に支配
されるであろう。そのときの企業の生産規模が、市場全体の規模の中で無視
できないほど大きくなっていれば、そのような企業は不完全競争市場（独占、
複占、寡占など）の分析対象となり、完全競争市場の分析対象とはならない。
ここで扱っている企業は、生産量の上限に対応する規模が市場全体の中で十
分小さいものである。そして、厳密に利潤最大化が存在するのは、生産関数
が規模に関して収穫逓減あるいは一般的（S字型）な生産関数の場合であり、
収穫逓減の法則が作用する範囲に限定されるのである。
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